市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：コロナ禍で苦境する学生への支援を
（問）世界一高い日本の学費で多くの学生がアルバイトで学費を稼いでいるが、コロナ禍でバイトそのものがなくなり休退学を余儀なくされている。
（答）実態の把握に努め公営住宅の提供を含めた支援の充実を検討し、国県に対し支援制度の創設と拡充を働きかける。
（問）国の支援制度が脆弱であり、行き届いていないという実態の認識はあるか。
（答）本当に必要な人に行きあたっているかは、不十分と考える。
（問）本市出身で首都圏の大学に進学するとそのまま就職し多くが戻ってこない。人口減克服のためにも将来藤枝に永住する条件の学生補助制度が必要。
（答）給付奨学金制度の周知徹底を市長会を通じ国に改善を求めていく。
標題２:急拡大しているコロナに対する積極的な取り組みを～無症状者への検査拡大を～

（問）今回の感染拡大で、３密の回避や手洗いの励行といった従来の延長線上にとどまらない取組が必要ではないか。
（答）41医療機関による発熱外来の整備を進め、入所型の高齢者介護施設などの新規入所者への検査の実施、従業員検査費用の一部助成を1月から行う。
（問）コロナは必ず発症するとは限らず、無症状であっても陽性者は多くいる。新規感染者の4割が無症状者からの感染で、検査の対象を無症状者（コロナで多忙となり、かつ、3密が避けられない保育士や学童指導員など福祉施設従事者）へ広げ安心して仕事ができるようにするべきでは。
（答）重症化リスクの高い高齢者などを優先的に行う。現在、検査体制がひっ迫しているので状況を見ながら更なる検査対象の拡大を検討する。
（問）市は批判の強いGOTO事業の独自上乗せを実施している。中小企業への支援は必要だが、上乗せはコロナ後に行うべきであり、今は業者への直接給付や所得補償を実施すべき時期ではないか。
（答）経済的効果の高い消費喚起策に取り組むこととしている。国県の動きを注視しながら給付金など直接支援策を含め幅広い検討を行う。
